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論 文 マイクロ波ミリ波論文特集

無電極ランプを熱源とした加熱装置によるリンイオン注入 300 mm径

シリコン基板の活性化

宮崎 智由†,††a) 鮫島 俊之† 齋藤 宗平† 小野寺 航†

上原 琢磨† 有馬 卓司† 蓮見 真彦† 小林 剛†††
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Activation of Phosphorus Implanted Silicon Substrate with a Diameter of 300 mm by
a Heating System using a Wireless Lamp as the Heat Source

Tomoyoshi MIYAZAKI† ,††a), Toshiyuki SAMESHIMA†, Sohei SAITO†, Ko ONODERA†,
Takuma UEHARA†, Takuji ARIMA†, Masahiko HASUMI†, Go KOBAYASHI†††,
Izumi SERIZAWA†††, Wakana KUBO†, and Tomoo UENO†

あらまし 長さ 330 mm，55 本の無電極カーボンヒーティングチューブ（CHT）の加熱ユニットを備えた
2.45 GHzマイクロ波誘導加熱装置を開発し，1 × 1015 cm−2 のリン原子を注入した 300 mm径シリコン基板の均一
熱活性化を試みた．直径 330 mm のキャビティ内のマイクロ波電界強度分布の最適化のためにプロペラ型変調角
速度回転アンテナを導入した．数値計算により変調角速度の最適化を行った結果，5.3 kWのマイクロ波を照射し
た場合，電界強度分布の平均 2 乗偏差は 3.1 kV/m と，アンテナなしの場合の 7.4 kV/m から大幅に低減した．最
適化したプロペラ型変調角速度回転アンテナを用いたマイクロ波照射により CHT を 800◦C で 170 秒発熱したと
きリン注入基板は加熱され，シート抵抗が 60 から 80Ω/sq の範囲に減少した．300 mm 径基板面内の平均活性化
率 0.77，その平均 2乗偏差 0.05を得た．これに対し，アンテナなしで加熱した場合の平均活性化率とその平均 2
乗偏差は 0.73 及び 0.06 だった．
キーワード マイクロ波，アンテナ，カーボン，CHT

1. ま え が き

電界効果トランジスタ，薄膜トランジスタ，pn接合
ダイオード，太陽電池等の多くの半導体デバイス製造
に，イオン注入不純物の活性化が重要である [1]．これ
まで，レーザーアニーリング，プラズマジェットアニー
リング，急速サーマルアニーリングなど，多くの加熱
技術が開発され，実用化されてきた [2]～[4]．我々は最
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近，石英管内に導電性カーボン粉末を充てんしたカーボ
ンヒーティングチューブ（CHT）無電極ランプと CHT
を備えたマイクロ波誘導加熱システムを開発した [5]～
[9]．導電性カーボンは，低比熱と高耐熱性という優
れた熱特性を備え，フリーキャリヤ吸収効果によって
マイクロ波を効率的に吸収し，速やかに高温に発熱す
る [10]．これまでに我々は，長さ 60 mm，内径 4 mm，
外径 6 mmの単一 CHTを使用し，200 Wの低電力での
マイクロ波照射により 1200◦C以上の発熱を実証した．
また，proportional-integral-differential（PID）制御によ
り，マグネトロン電源出力をコントロールして 1100◦C
の一定加熱温度制御を達成した．そして，直径 4イン
チのガラス基板上に形成した厚さ 58 nmのアモルファ
スシリコン（a-Si）薄膜上を，CHTを掃引移動させる
ことにより a-Si膜の加熱結晶化を達成し，0.92の高い
結晶化率を得た．更に，1.0× 1015 cm−2 のリン及びボ
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ロン原子をイオン注入した厚さ 500 µmの n型シリコ
ン基板を CHTで加熱してドーパントを活性化し，PN
接合の整流特性とソーラーセル特性を得た [6], [7]．そ
の後，大面積基板の加熱を実現するために長さ 330 mm
の CHTロッドを 55本並べた 330 × 330 mm2 CHT加
熱ユニットを開発した [8]．800から 1000◦Cの高温加
熱を実現したが，キャビティ内の三次元フレネル干渉
効果によって引き起こされたマイクロ波強度の分布に
よる不均一加熱の問題が残った．この問題を解決する
ために，キャビティ内に回転アンテナを導入したマイ
クロ波の空間平均強度均一化を提案した [9]．本論文
では，まず回転アンテナ付 CHT 加熱システムの詳細
を報告する．CHT 加熱ユニット，マイクロ波キャビ
ティ，回転アンテナの構造について説明する．次に，
キャビティ内のマイクロ波の電界強度の数値計算結果
を報告する．マイクロ波の電界強度の均一化を達成す
るためのアンテナの適切な構造，変調回転モードにつ
いて議論する．次に，直径 300 mmのシリコンウェー
ハにイオン注入したリン原子の熱活性化について報告
する．変調回転アンテナを用いた，より均一な基板面
内シート抵抗分布を報告する．最後に，活性化率につ
いて議論する．

2. 実験と計算方法

2. 1 CHT加熱装置
図 1に，（a）CHT加熱装置の立体的概念図，（b）回
転アンテナの概念図，（c）単一 CHT の概念図，（d）
CHT 加熱ユニットの概念図を示す．図 1（a）に示す
ように，CHT 加熱装置はステンレス鋼で作られ，上
部が試料室，CHT 加熱ユニット，マイクロ波キャビ
ティからなり，下部はマイクロ波導入部，アンテナ導
入及び回転機構からなる．波長 700 nm の放射温度計
KEYENCE FT-H40K 測定用の小さな穴をあけた試料
室の上蓋を取り外して試料を CHT加熱ユニット上に
置く仕様であり，試料室の高さは 70 mmとした．CHT
加熱ユニット設置用の長方形ステンレス枠前面は着脱
式の扉とした．CHT加熱ユニット下部の円筒形キャビ
ティは直径 330 mm，高さ 198 mm とした．底面に導
波管を 2個設置し，2台のマグネトロンから最大強度
6 kWの 2.45 GHzマイクロ波を導入した．キャビティ
とマグネトロンの間にインピーダンス整合ユニットを
取り付けて反射波を抑えた．キャビティと導波管は電
気的に接地した．更に，キャビティ内にアンテナを設
置した．キャビティ底面の中心にあけた小さな穴を通

図 1 （a）CHT 加熱装置の立体的概念図，（b）回転アンテ
ナの概念図，（c）単一 CHT の概念図，（d）CHT 加熱
ユニットの概念図
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してステンレス製の直径 10 mmのセンターポール取付
け，図 1（b）に示すように，幅，長さ，厚さがそれぞ
れ 30，120，10 mmの二つの水平方向に伸びるステン
レス鋼ブレードをセンターポールに取り付けた．キャ
ビティ底部とブレードの中心との距離（アンテナ高さ
H）は 55（最小），100，155 mmとした．そして，左
右のブレードをそれぞれ −60，−45，45，60度傾けた
場合について検討した．センターポールはセラミック
を介して電気的に絶縁し，最大 3 Hz の周波数可変を
可能にするサーボモータに接続した．アンテナの回転
周期は 1 秒とした．図 1（c）に示すように，先行研
究 [8], [9] から CHT は外径 6 mm，内径 4 mm の石英
管とし，5 µm径のカーボン粉末を密度 0.12で充てん
した．これは，平均導電率 73 S/m の導電体に相当す
る．石英管に不活性ガス Ar を圧力 1400 Pa で充てん
し，両端を封止し，その後，CHTを保持する 2本の石
英棒を両端に熱溶接した．CHT 加熱ユニット形成た
めに，図 1（d）に示すように，55本の CHTロッドを
接して配置し，長方形のステンレスフレームに設置し
た．各 CHT の長さは，円筒形キャビティの上面の直
径 330 mm の円形領域をカバーするように調整した．
すなわち，CHT の長さ L を中央位置 (Y = 0) で最大
330 mmとし，エッジ領域に近づくにつれて位置 Y の
関数として L = 2

√
1652 − Y2 とした．全長を 400 mm

に保つように CHT の長さの変化に伴い，石英ロッド
の長さを調整した．

2. 2 数 値 計 算
マイクロ波照射中のキャビティ内の電界強度を調査
するために，3次元有限要素モーメント法による数値解
析を行った [11]．キャビティ等の金属部分は完全導電
体でありマイクロ波を完全反射すると仮定し，導電率
73 S/mの CHTのみにマイクロ波が吸収されるとした．
キャビティ及びサンプルルーム内面，導波管の界面，
回転アンテナの外面，及び CHT外面に 1～4 mmの三
角形要素の有限要素グリッドシステムを作成して計算
を行った．予備的計算により本条件で 7%以内の誤差
で電界強度を計算できると見積られた．まず，アンテ
ナなしの場合についてキャビティ内のマイクロ波電界
強度分布を計算した．次に，回転アンテナを導入して
計算を実施した．アンテナの H が 55，105，155 mm，
ブレードの角度 θL 及び θR がそれぞれ −60，−45，45，
60度の条件について計算した．各条件において，アン
テナの回転角度 ϕを 10度ごとに 0から 350度まで 36
通りの計算を行った．そして，回転角度 ϕi（= 10i）の

ときの重み ai を導入して電界強度の加重平均分布を
計算し，電界強度の最も均一になる条件を調査した．
CHT加熱ユニット直下の電界の平均分布 Eav(x, y)は
以下のように与えられる．

Eav(x, y) =
35∑
i=0

aiEi(x, y) (1)

ここで，Ei(x, y)は角度 ϕi における CHT加熱ユニッ
ト直下の電界強度分布であり，

∑35
i=0 ai = 1 を規格化

条件とした．0から 350度までの全ての回転角に対し
て，同じ重み ai (= 1/36) の場合は，Eav(x, y) は単純
な加重平均分布となり，アンテナが一定速度で回転し
た場合に相当する．更に，空間平均電界強度 EAV と
その平均 2乗偏差（RMSD）ERMSD を，直径 330 mm
の円形領域 S にわたって Eav(x, y) を積分することに
よって定義した．

EAV =
1
S

∬
Eav (x, y)dxdy (2)

ERMSD =
1
√

S

√∬
(Eav (x, y) − EAV )2dxdy (3)

∑35
i=0 ai = 1と回転周期 1秒の条件により，角度 ϕi

のときのアンテナの回転角速度 ωi と ai の関係は以下
のようなる．

ωi =
π

18ai
(4)

更に最大周波数 3 Hzから，ωi の上限が以下のように
定まる．

ωmax
i = 6π (5)

そして ωi の下限は以下のように与えられる．

ωmin
i =

2π
36

(
1 − 1

6π
× 35

36
× 2π

)−1
=

6π
73

(6)

ERMSD を最小にする ωi の組を ωmin
i
と ωmax

i
の間で

調べ，決定した．
2. 3 試 料 準 備
直径 300 mm，厚さ 700 µm，抵抗率 1000Ωcmを超
える半絶縁性 n型単結晶シリコン基板を準備した．基
板表面にリン原子をドーズ量 1.0× 1015 cm−2，加速エ
ネルギー 70 keVでイオン注入した．試料を CHT加熱
ユニットに配置し，5.3 kWのマイクロ波出力で 300秒
間加熱した．温度 T は初期 30◦Cから時間 t（s）に対
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しおおむね T = 110 × t0.4 + 30（◦C）となり，130秒
後に 800◦C に達し，その後マイクロ波電力を調整し
て約 800◦C で一定に保った．その間，アンテナは前
節の数値計算から得られた最適な変調角速度パターン
を用いて 1秒周期で回転させた．比較のため，アンテ
ナなしで同条件の加熱を施した試料を用意した．4探
針プローブ電流電圧測定システムを用いて試料面上を
10 mm間隔で合計 693ポイント測定してシート抵抗率
分布を得た．

3. 結果と考察

図 2に 5.3 kWのマイクロ波照射，アンテナなしの条
件下での CHT加熱ユニット直下の電界強度分布計算
結果を示す．EAVは CHTによる吸収により 12.4 kV/m
と低い値であり，330× 330 mm2 の正方形形状 CHT加
熱ユニットを用いた先行計算と同レベルであった [8]．
ただし，先行研究は 3 kWのマイクロ波照射時の計算
であり，本研究の 330 mm 円形 CHT ユニットを用い
た加熱システムの方が CHT吸収によるキャビティの
全領域の電界強度を減少させる効果が高かった．しか
し，図 2に示したように，電界強度に独特の空間分布
が見られた．中央領域の電界強度は 7.3 kV/m 未満と
低かったが，周辺に 7.3～21.9 kV/mの高い電界強度ス
ポットが 4箇所見られた．3次元フレネル干渉効果に
よって引き起こされるマイクロ波定在波の存在を示し
ている．そして，キャビティ端では 51.1 kV/mに至る
高い電界強度となり，ERMSDは 7.4 kV/mであった．電
界強度が高い領域は CHTユニットによるマイクロ波
の吸収が低いことを示しており，電界強度空間分布に
伴う CHTの不均一温度分布の可能性を示唆している．
キャビティ断面は X軸と Y軸に対称な構造であるが，

図 2 アンテナなしの場合の CHT加熱ユニット直下の電界
強度分布

図 2に示す電界強度計算結果は完全な対称にはならな
かった．それは，有限要素数値計算の計算誤差による
ものと思われる．図 3に本研究で最も低い ERMSD が
得られたアンテナの条件，H = 105 mm，θL = 45度，
θR = −45 度で，アンテナの回転角度 ϕ を 0 から 350
度まで変化させたときの CHT加熱ユニット直下の電
界強度分布の計算結果を示す．電界強度分布は角度に
よって変化し，ϕが 90及び 270度のときに低い電界強
度が観察された．一方，ϕが 20，30，130，160，200，
210，310，及び 340度のときに，電界強度の高いドメ
インが観測された．これは，フレネル干渉効果がアン
テナの回転角度によって変化することを明確に示して
いる．電界強度の分布はおおむね 180度の周期で変化
した．これは，θL = 45度，θR = −45度のアンテナを
備えた円筒形のキャビティ断面が点対称な構造である
ことによる．しかし，各角度の電界分布には計算誤差
があり，完全に点対称な結果とはならなかった．
次に，最小の ERMSD を得るために，角速度 ωi の最
適シーケンスを調査した．図 4 に最小の ERMSD =

3.1 kV/m が得られた H = 105 mm，θL = 45 度，

図 3 H = 105 mm，θL = 45 度，θR = −45 度アンテナ条件
における回転角度 0～350 度の電界強度分布
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図 4 最小 ERMSD が得られた H = 105 mm，θL = 45 度，
θR = −45 度アンテナ条件のときの回転角速度の回転
角度による変化

図 5 図 4 のアンテナ変調角速度回転の場合の CHT 加熱
ユニット直下の電界強度分布

θR = −45 度アンテナの角速度 ωi と回転角度 ϕi と
の関係を示す．ϕi が 30，130，160，210，310，及び
340度のときに，回転角速度の上限 ωmax

i
= 18.8 rad/s

（3 Hz）に近いかまたは等しい角速度をもち，電界強度
の大きな角度でのアンテナの滞在時間を短くするため
急回転した．一方，ϕが 80，90，100，260，270，及
び 280度では低電界強度条件となり，アンテナを長期
間滞在させるために ω は小さくなった．
図 5 に図 4 に示した変調角速度でアンテナを回転
したときの CHT 加熱ユニット直下の電界強度分布
Eav(x, y)を示す．アンテナなしの図 2と比較してより
均一な電界強度分布が得られた．回転角に依存して発
生する電界ドメインが変調回転中に打ち消しあって電
界強度がより均一になったことを示している．EAV は
12.0 kV/m とアンテナなしの場合とほぼ同等であった
が，ERMSD は最小値の 3.1 kV/mになり，アンテナな
しの 7.4 kV/mから大幅に低減し，計算誤差最大 7%を
超えて変調回転アンテナの電界強度均一化の効果が確
認された．他の H，θL，θR の組み合わせについても変
調角速度の最適シーケンスを調査したところ，ERMSD

図 6 アンテナ（H = 105 mm，θL = 45 度，θR = −45 度）
を図 4 の角速度変調回転により加熱したときの試料
温度変化

は 3.3～4.7 kV/mの範囲であった．
図 6 に H = 105 mm，θL = 45 度，θR = −45 度の

アンテナを図 4に示す角速度変調回転を行い CHTを
300秒間加熱したときの試料の温度変化を示す．温度
は滑らかに上昇しておりアンテナを 1秒周期で回転す
ることによる温度変動は見られなかった．
図 7 に（a）アンテナなし及び（b）H = 105 mm，
θL = 45 度，θR = −45 度アンテナを図 4 に示す変調
回転を行いながら試料加熱したときのシート抵抗率
の分布を示す．リン注入直後の試料のシート抵抗率は
20000Ω/sqを超えており，キャリア濃度は無視できる
程度に少なかった．図 7（a）に示すアンテナなしの加
熱では，シート抵抗率は 60から 85Ω/sqの範囲に大き
く減少した．CHT加熱により表面領域に注入されたリ
ン原子が活性化し，電子キャリアが生成されたことを
示している．試料中央領域では 70Ω/sq未満の低シー
ト抵抗率が達成された一方，試料端でのシート抵抗率
はかなり高くなった．図 2より，マイクロ波の電界強
度は試料中央で低く，CHT 加熱の効率が高い事が予
想された．試料中央領域での低いシート抵抗は計算に
よる予想を実証する結果と思われる．しかし，図 2に
示す電界強度の高い四つのドメインはシート抵抗分布
には明確に現れなかった．試料加熱中の熱伝導により
CHT 加熱効率が低いドメイン部分も良く加熱され活
性化したことが予想される．一方，図 7（b）に示すよ
うに，アンテナを用いた場合のシート抵抗率は 60 か
ら 80Ω/sqの範囲に分布した．シート抵抗率が 70Ω/sq
未満の領域はアンテナなしより増加した．試料周辺領
域には未だシート抵抗率が高い領域が残ったが，明ら
かにシート抵抗率の分布はより均一になった．
ドープシリコンの電子移動度を 120 cm2/Vs [12] と
仮定して試料内の点 (x, y)での活性化率 P(x, y)をシー
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図 7 （a）アンテナなし及び（b）H = 105 mm，θL = 45度，
θR = −45 度アンテナを図 4 の変調回転させて試料加
熱したときのシート抵抗率分布

ト抵抗率の実験結果から見積った．図 8に（a）アンテ
ナなし，及び（b）H = 105 mm，θL = 45度，θR = −45
度アンテナを図 4に示す変調回転を行いながら試料加
熱したときの活性化率分布を示す．アンテナなしの場
合，活性化率は中央領域で 0.7より高かったが，試料
周辺領域では 0.7より低くなった．693点の平均活性
化率 PAV とその平均 2乗偏差 PRMSD はそれぞれ 0.73
と 0.06であった．一方，アンテナ付き CHT加熱では，
図 8（b）に示すように，ほぼ全領域で活性化率が 0.7
を上回った．PAV と PRMSD はそれぞれ 0.77 と 0.05
となった．これらはキャビティ内でアンテナを変調回
転することにより 2.45 GHz マイクロ波の電界分布を
より均一化し，直径 300 mm試料のより均一な加熱を
実証した結果である．本論文の結果を基に，今後更な
るアンテナ構造の改良を加え，より均一な加熱特性を
実現できるものと期待する．

図 8 図 7 から算出した（a）アンテナなし（b）アンテナ
付加熱の場合の活性化率分布

4. む す び

300 mm 径のシリコン基板の活性化を行うために，
直径 330 mmの無電極 CHT加熱システムを開発した．
平均導電率 73 S/m のカーボン粒子を圧力 1400 Pa の
Arガスとともに封入した石英製 CHTを 55本用いて
加熱ユニットを構成した．円筒型のキャビティを通じ
てマイクロ波を CHT 加熱ユニットに照射した．キャ
ビティ内にプロペラ型のアンテナを設置して最大 3 Hz
で周期 1 秒の変調回転を行い，マイクロ波強度の均
一化を図った．有限要素モーメント法による数値計算
により高さ 105 mm，長さ 120 mm，傾斜角度 45度と
−45 度のブレードのアンテナ構造を決定した．更に，
アンテナがない場合の平均電界強度の平均 2 乗偏差
7.4 kV/m よりも十分低い 3.1 kV/m を実現する最適変
調回転モードを見出した．1.0 × 1015 cm−2 のリン原
子をイオン注入した直径 300 mmのシリコン基板をア
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ンテナ変調回転を行いながら 800◦C で 170 秒間加熱
した．シート抵抗率は 60 から 80Ω/sq の範囲に減少
した．120 cm2/Vs の電子移動度を仮定して求めた基
板面内平均活性化率 PAV とその平均 2乗偏差 PRMSD
は 0.77と 0.05となった．PAVはアンテナなし 800◦C，
170 秒間加熱の場合の 0.73 より高く，PRMSD はアン
テナなしの場合の 0.06より低くなり，変調回転アンテ
ナ導入による空間的均一加熱システム実現の可能性が
確認できた．
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